


































































































































<仮説4>ー 「地域子育て支援センタ一事業の活動項目j において、他施設・機関との協力は、 「円滑な
親子関係の確保Jの視点、の事業のみで行われているだろう。
<仮説5>ー 「地賊子育て支援センタ一事業の活動目的』は、 「子育て支援理念、jの4つの視点すべて、










関を連携の程度で、 『よく行っているJに4点、 『ときどき行っている」に 3点、 「あまり行っていな
















































































































































































































































第3に、 「子どもの権利実現j の視点では、 「子どもの権利条約」の要請に沿い、子どもが自分で自分
の権利を行使できるようなプログラムや方法を工夫し、事業のなかで千どもの参加、意見表明ができるよ
うなサービスを行う。主として、集団の中で保育を受ける権利、仲間と遊ぶ権利、多犠な文化、芸術活動
に参加する権利保障への支援、子どものための相談、子どもの発達、遊び、文化、地域活動への支援を中
心に子どもの交流、子どもサークルへの支援を行う。また、子どもの遊び場の確保と関連して、保育所の
園庭、設備の開放などを行う役割をする。
また、子育て支援センターの利用目的は、子育て期間中にある家庭の多くが子育て支援サービスを利用
することによって、子育ての負担感が大幅に緑滅され、より幅広い育児形態の選択を保障されることにあ
る。究極的には、育児保障により、それぞれの家族構成員の自己実現と、それによって子どもの権利が守
られ、子どもの健全育成を保障されることである。そのためには、多様化する家庭のそれぞれ個人を基礎
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単位とする生活と仕事の実態に見合った、保育所の子育て支援事業の強化と子どもが主体的に参加できる
子育て支援への取り組みが重要である。
もう 1つの課題である「子育て支援ネットワークJにおける問題に対しては、既存のネットワークの充
実による相互援助ネットワークの構築、そして、そのような相互援助ネットワークにおいて保育所の役割
を積縄的に位置づけることが必要である。その「子育て支援ネットワークJにおける保育所の役割を積極
化するための lつの方法として、本研究は、第4章で提示された問題点を各『子育て支援Jの視点別に補
完することにより、既存のネットワークを充実することを提言した。まず、 f円滑な親子関係の確保」の
視点、においては、今のところ、四つの視点の中では比較的にネットワークが行われているといえるが、事
業の実施において、保宵所の関わりが消極的であり、保育所からの関わりがあまりなされていないところ
に問題点がある。
f家族の自己実現』の視点、においては、制度的な援助のみではその達成が難しいという問題点があるた
め、 「保育関連サービスJのような非制度的子育て支援サービスとの連携による補完が必要であると提言
している。 i子どもの権利実現」視点においては、現在の子育て支援事業及びネットワークには、子ども
主体の支援があまりなされていないという問題点がある。これについては、すべての視点からのネットワ
ークを充実することと、そのなかで、了-どもの参加や窓見反映の権利を促進していくことにより、この視
点、でのネットワークを充実していくことを提言している。
最後に、 「子どもの健全育成の環境づくり」の視点においては、保育所と児童館の関わり以外は、ほと
んどのネットワークがなされでいないという問題点があるため、各機関の子育て支援事業をネットワーク
に生かしていくための方法について、多くの工夫が必要であると提言している。
上記のような保育所と子育て機関の連携事項が「子育て支援ネットワークJにおいて、効呆的に関わり
をもつためには、保育所が長年の問、蓄積した子育てに関する知識と技術を本格的に地域の子育て家庭を
支隠するために活用するとともに、それぞれの各機関が実施しているヂ育て支援事業内脊や地域内の子育
てに関わる諸課題についての情報の交換を行うことが需要である。相互支援ネットワークを通じて、子育
て専門機関や関係者が、共に地域の課題を出し合い協力する仕組みを設けること、ひいては、そのような
子育て支援ネットワークを実際に動かしていく中で互いの役割分担を明雄にすること、さらに、常に地域
の子育て家庭と子どもの.二一ス.を把揮していくことが重要である。
このような連供活動において、子育てム;援ネ、ソトワークがより効率的に動くためには、保育所が地域の
子育て支援の拠点、機関としての役割の中で、これまで験持してきた「子育て支援理念」を達成するように、
各機関との相互援助ネットワークをさらに充実していくことが求められる。つまり、保育所が地域の子育
て支援機関の拠点としてヂ育てのノウハウをもっている専門的立場から他機関に適切な助言、指導を行う
ことなどが求められる。
これらの課題に加えて、子育て支援サービスの普遍化、ヂ育て支援サービスの総合化、子育て支援サー
ビスの専門化が新たな課題になる。
子育て支援サービスの「普遍化』という課題には、従来の選別主義に対し、すべての子どもや家庭に必
要なサービスを、必要とする時いつで、も利用できるように、メニューを仏くかっ多様な形で公的に用意す
ることが求められる。しかし、公的支媛のみでは、対応ができない現実においては、私的な子育て支援サ
ービスが持つ公共性の意義を生かし、私的子育て支援サービスを活用していくための公私闘の連携に基づ
く「子育て支民ネットワーク』の構築が重要であるとするa
子育て支援サービスの「総合化Jという課題では、従来、各々の機関別に相.可の調整を欠いたまま進め
られがちである子育て支援を、地域単位で総合化したネ、yトワークに再編することが求められる。換言す
れば、各施設で縦割りに進められているヂどもや子育て家出に関わる様々な事業を地域ごとの課題を踏ま
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えて総合化すること、それと同時に、子ども及び家庭への援助を協力して進める仕組みをつくることが重
要であると提言している。
子育て支援サービスの『専門化」という課題には、子どもへの直接的な関わりだけでなく親を含めた子
どもと親の両側に対応すると同時に、親子関係そのものに向けた専門性も求められる。そのためには、子
どもとの直接的な関わりや世話、発達を促す遊びの関わりなどの具体的な実践経験を通じて得た知識や技
術等をさらに生かして、子育て家庭支援としてのカウンセリングやソーシャルワークなど援助方法の専門
性に発展させていくことが重要であることを提言している。
以上、論文の内容を概観しつつ、その主張点を検討してきたが、申請者の研究は次のような点において
評価されるものである。
一買した研究テーマの下に、日本と韓国の双方の保育事情の相違を長時聞かけて観察しつつ、今日の課
題である子育て支援を導くものは「子育て理念jであることを見極め、その内容を観察と調査によって確
定し、さらにそれに基づいて全国調査により「子育て支援ネットワーク』を実証的に分析し、それによっ
て今後の子育て支援への的確な提言を行ったことが実践にも貢献するものとして、高く評価される。
よって本論文は、博士(学術)の学位を授与されるに値するものと判定した。
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